
鹿島・藤津地域の県管理河川大規模氾濫
に関する減災対策協議会（仮称）

 「水防災意識社会再構築ビジョン」について

 県管理河川を対象とした減災対策協議会について
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気候変動に伴う豪雨災害リスクの増加
武雄河川事務所
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気候変動に伴う豪雨災害リスクの増加

◆鬼怒川が決壊した平成27年9月関東・東北豪雨のような水害は、全国どこの河川においても発生する
可能性がある。
平成24年：九州北部豪雨災害、平成25年：台風第26号による伊豆大島における災害、
平成26年：広島における大規模砂災害、平成27年：関東・東北豪雨災害など

◆今後、気候変動により、関東・東北豪雨で発生したような施設能力を上回る洪水の発生頻度は高まる。

武雄河川事務所
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①広範囲（常総市の約１／３） が長期間（約１０日間）にわたり浸水 ②堤防近傍の多くの家屋が倒壊・流失
③多数の孤立者（約４，３００人）の発生 ④十分な水防活動が実施できなかった。
⑤避難者の半数が市外へ避難

【対応すべき課題】
①住民に対し、堤防の決壊により家屋の倒壊等のおそれがある区域（家屋倒壊危険区域）や浸水が長期に及ぶ区域からの
立ち退き避難の促進。
②広範囲かつ長期間にわたる浸水が発生する中で、多数の立ち退き避難者に対応するために必要となる市町村
を越えた広域避難。
③水防団員の減少や高齢化が進行する中で、的確な水防活動。
④水害リスクを踏まえた土地利用の誘導や抑制の促進。
⑤施設能力を上回る洪水による大規模氾濫に対し、被害軽減を図るためのハード対策の実施。

気候変動に伴う豪雨災害リスクの増加

平成２７年９月 関東・東北豪雨（鬼怒川）

武雄河川事務所
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宅地かさ上げの事例

水害に対する防災意識の変化

◆近代的河川改修の実施前
施設の能力が低く水害が日常化していた時代には、水害を「我がこと」として捉え、これに自ら対処しよ
うとする意識が社会全体に根付いていた。
・・・（事例）筑後川沿川地域における「水屋」などによる住まい方の工夫

◆近代的河川改修の実施後
水害の発生頻度が減少したことに伴い、社会の意識は「水害は施設整備によって発生を防止するもの」
へと変化。

武雄河川事務所

水屋の事例

宅地嵩上げの事例
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社会資本整備審議会（答申） 平成２７年１２月
武雄河川事務所
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水防災意識社会再構築ビジョン

関東・東北豪雨を踏まえ、「水防災意識社会 再構築ビジョン」を実現するため、九州管内全ての河川とその沿川県・
市町村において、今後５年間を目途に水防災意識社会を再構築する取組みを行う。

＜ソフト対策＞ ・住民が自らリスクを察知し主体的に避難できるよう、より実効性のある「住民目線のソフト
対策」へ転換し、重点的に実施。

＜ハード対策＞ ・「洪水を安全に流すためのハード対策」に加え、氾濫が発生した場合にも被害を軽減する
「危機管理型ハード対策」を導入し重点的に実施。

＜ソフト対策＞

○住民等の行動につながるリスク
情報の周知

・立ち退き避難が必要な家屋倒
壊危険区域等の公表

・住民のとるべき行動を分かりや
すく示したハザードマップへの
改良

○事前の行動計画（タイムライン）
作成、訓練の促進

○避難行動のきっかけとなる情報
をリアルタイムで提供
・水位計やライブカメラの設置

・スマホ等によるプッシュ型の洪
水予報等の提供

＜ハード対策

○越水等が発生した場合でも決
壊までの時間を少しでも引き延
ばすよう堤防構造を工夫する対
策の推進

天端のアスファルト等が、
越水による侵食から堤体を保護

（鳴瀬川水系吉田川、
平成27年9月関東・東北豪雨）

＜被害軽減を図るための堤防構造の工夫（対策例）＞

危機管理型ハード対策ソフト対策 取組方針

協議会の設置

各地域において、河川管
理者・都道府県・市町村
等からなる協議会等を新
たに設置して、減災のた
めの目標を共有し、ハー
ド・ソフト対策を一体的・
計画的に推進することで

水防災意識社会の再構
築を目指す。

○優先的に整備が必要な区間に
おいて、堤防のかさ上げや浸透
対策などを実施

洪水を安全に流すためのハード対策

武雄河川事務所
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【対応すべき課題】
①関係機関が連携したハード・ソフト対策 ②適切な避難のための情報提供・共有
③河川管理施設の機能確保 ④災害リスクに応じた土地利用
⑤中小河川等の治水対策 ⑥地方公共団体への支援

①北海道への３つの台風上陸、東北地方太平洋側からの上陸は、気象庁の統計開始以来初めて。
②北海道の国管理河川において、４河川で堤防が決壊し５河川で氾濫が発生。
道管理河川等においても５河川で堤防が決壊し、７３河川で氾濫が発生。
中山間地域の要配慮者利用施設で入所者の逃げ遅れによる被害が発生。
また、東北地方の 県管理河川においては、１２水系２０河川で浸水被害が発生。

気候変動に伴う豪雨災害リスクの増加
平成28年8月北海道・東北豪雨

武雄河川事務所
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社会資本整備審議会（答申）平成２９年１月
武雄河川事務所
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④「唐津・玄海」減災対策協議会

○○協議会

＜凡例＞

○○協議会

基山町

唐津市・ 玄海町
唐津土木事務所

伊万里市・ 有田町
伊万里土木事務所

⑥「鹿島・藤津」減災対策協議会

鹿島市・ 嬉野市・ 太良町
杵藤土木事務所

田古里川

伊万里

武雄

嬉野市塩田町

鹿島

志佐川
里川
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岸川ﾀﾞﾑ

今出川
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晴気川
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河口堰
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六角川
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玉島川

平木場ﾀﾞﾑ

松浦川

松浦川

早
津
江
川

筑
後
川

六
角
川

秋光川

②松浦川
唐津土木事務所
伊万里土木事務所
杵藤土木事務所
唐津市
伊万里市
武雄市

①嘉瀬川・六角川
佐賀土木事務所
杵藤土木事務所
佐賀市
多久市
小城市
神埼市
武雄市
大町町
江北町
白石町

：一級水系流域

：協議会枠組み（国・県合同）

：協議会枠組み（県単独）

③筑後川中・下流部
佐賀土木事務所
東部土木事務所
佐賀市
鳥栖市
神埼市
みやき町
上峰町
吉野ヶ里町
基山町

筑後川中・下流域大規模氾濫
に関する減災対策協議会

嘉瀬川・六角川大規模氾濫
に関する減災対策協議会

松浦川大規模氾濫に関する
減災対策協議会

⑤「伊万里・有田」
減災対策協議会

県管理河川を対象とした大規模氾濫に関する減災対策協議会
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取組内容

平成28年度

６
月

７
月

８
月

９
月

10
月

11
月

12
月

１
月

２
月

３
月

１

嘉瀬川・六角川
大規模氾濫に関する減災対策協議会

県指定区間及び２級の追加

2

松浦川
大規模氾濫に関する減災対策協議会

県指定区間の追加

3

筑後川中・下流部
大規模氾濫に関する減災対策協議会

県指定区間の追加

4
(県)「唐津・玄海地域」

減災対策協議会
〔唐津土木事務所〕

5
(県)「伊万里・有田地域」

減災対策協議会
〔伊万里土木事務所〕

6
(県)「鹿島・藤津地域」

減災対策協議会
〔杵藤土木事務所〕

幹事会

8/23
第2回
協議会

嘉瀬川・六角川協議会と合同開催

※11/18 幹事会
基山町追加の周知幹事会

8/16
第2回
協議会

2/15
協議会

1/30
幹事会

1/24
幹事会

1/20
幹事会

11/4
合同
準備会

2/14
協議会

2/14
協議会

〔佐賀県〕大規模氾濫に関する減災対策協議会スケジュール



（名称） 第１条 この会議は、「鹿島・藤津地域の県管理河川大規模氾濫に関する減災対策協議会」と称する。

（目的） 第２条 協議会は、平成２７年９月の関東・東北豪雨により大規模な浸水被害が発生したことを踏まえ、河川管理者、気象台、
市町等が連携・協力して、減災のための目標を共有し、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に推進することにより、
鹿島市・嬉野市・太良町の県管理河川流域において、洪水氾濫が発生することを前提として、社会全体で常に洪水に備
える「水防災意識社会」を再構築することを目的とする。

（協議会・幹事会の構成）第３条・第４条

３ 事務局は、第１項によるもののほか、協議会構成員の同意を得て、必要に応じて別表１の職にある者以外の者（学識経験者等）

の参加を協議会に求めることができる。→ オブザーバー :武雄河川事務所

（協議会の実施事項） 第５条 協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。
１ 洪水の浸水想定等の水害リスク情報を共有するとともに、各構成員がそれぞれ又は連携して実施している現状の減災に係る取
組状況等について共有する。
２ 的確な避難に資するための正確で分かりやすい情報受発信と着実な施設整備、主体的に危険を回避するための水防災啓発・
教育・訓練及び、洪水氾濫による被害の軽減や避難時間確保のための水防活動を実現するために、各構成員がそれぞれ又は連
携して取り組む事項をまとめた地域の取組方針を作成し、共有する。
３ 毎年、協議会を開催するなどして、地域の取組方針に基づく対策の実施状況を確認する。

（協議会の公開） 第６条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開とする。
（協議会資料等の公表） 第７条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。

（事務局） 第８条 協議会の庶務を行うため、事務局を置く。 2事務局は、杵藤土木事務所に置く。

鹿島市 嬉野市 太良町 佐賀地方気象台 県消防防災課 県河川砂防課 杵藤土木事務所

協議会 市長 市長 町長 台長 課長 課長 所長

幹事会 総務課長 総務課長 総務課長 防災管理官 副課長 副課長 副所長

議事１ … 鹿島・藤津地域 減災対策協議会規約（案）
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「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づく
鹿島・藤津地域の減災に関する取組方針（案）

鹿島・藤津地域の県管理河川大規模氾濫に関する減災対策協議会
〔鹿島市、嬉野市、太良町、佐賀県、佐賀地方気象台〕
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１．地域の特徴、課題、取組方針

• 地域住民の事前防災の認識はあるものの、出水時にお
いて自治体等から発せられる防災情報に対して、自主
的な避難行動までに至っていないことが懸念される。

• 市街地が形成されている下流部では近年、浸水被害の
経験が少ないため、防災意識が低いことが懸念される。

• 中・下流部では堤防からの越水等により、短時間に避
難困難な水深に達するおそれがある。

• 中上流部では河川沿いに集落や主要道路が存在し、大
規模水害時に多数の孤立者、交通の途絶が発生するお
それがある。

• 孤立が想定される地区では避難の迅速な対応や状況の
把握等、地域の防災を担う人材がいないおそれがある。

出典：地理院地図ウェブサイト（http://maps.gsi.go.jp)地図データを加工して作成

鹿島・藤津地域は、東には有明海が広がり、西は多良岳山系や丘陵地に囲まれた自然環境に恵まれた
ところである。本地域を流れる河川は多良岳山系や丘陵地に流域をもち、中・上流部では河川沿いの
狭隘な箇所に集落や主要道路が位置している。鹿島・藤津地域を流れる河川の多くは山間地を流下す
るため、豪雨時は短時間のうちに水位が上昇しやすい特徴がある。

鹿島・藤津地域の特徴

鹿島・藤津地域の特徴的な課題

◯ 課題を踏まえ、『鹿島・藤津地域の大規模水害に備え、地域連携・協働と洪水被害軽減の取組を柱
とした「自助・共助・公助のバランスのとれた地域防災力の構築」により被害の最小化、早期回復
を目指す』ことを目標とし、避難勧告の発令等を担う市と県、国が一体となって行う取組方針をと
りまとめた。
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２．現状の取組状況及び課題

•計画規模の降雨に対する洪水浸水想定区域等を
公表。

•洪水ハザードマップの公表。

•避難勧告の発令の目安となる氾濫危険情報等の
発表と水防情報の伝達。

防災情報の的確な収集・伝達・理解・共有

•計画規模の洪水に対する洪水ハザードマップに
より避難所等を指定周知。

•出前講座等を通じて避難場所や避難路及び地域
住民がとるべき避難行動について周知。

•水防技術の向上や連携協力体制の確立等を目的
として総合水防演習を実施。

地域特性を踏まえた適切な避難行動

•洪水時の樋門及び排水機場等の運転調整の実施
に向け、調整中。

•樋門等の操作点検を関係機関が連携し出水期前
に実施。

•地域住民と関係機関が連携し、河川の共同点検
を出水期前に実施。

洪水被害軽減のための取組と既存施設運用の工夫等

現状の取組み状況 課題

•地域住民等が大規模水害時の水害時リ
スクに対する認識が不十分。

•全ての地域住民等への避難情報伝達が
不十分。

•避難勧告・指示等のタイミングや判断に
苦慮。

課題①

•浸水・土砂崩れ等の理由から近傍の避難
所や避難場所が利用できないことや、多
数の孤立者発生の懸念。

•適切な水防活動への懸念（専門的な知識
等を習得する機会の減少等）。

•水防団の機動力への懸念（高齢化、なり
手不足及びサラリーマン化等）。

課題②

•大規模浸水時における既存排水施設の
機能不全の恐れ。

•主要道路の途絶による、救援、孤立の長
期化への懸念。

課題③
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３．減災のための目標

河川管理者が実施する河道整備等のハード対策に加え、ソフト対策として、地域住民と
一体となった「地域防災力の構築」を推進する。

１．水防災意識の向上と防災情報の的確な収集・伝達・理解・共有を推進する
ための取組

２．地域特性を踏まえた適切な避難行動に向けた取組

３．洪水被害軽減のための取組と既存施設運用の工夫等の取組

大規模水害に備え、地域連携・協働による防災を担う人材育成と洪水被害軽減
の取組を柱とした「自助・共助・公助のバランスのとれた地域防災力の構築」に
より被害の最小化、早期回復を目指す。

■平成３３年までの今後５年間で達成すべき目標

■上記目標達成に向けた３本柱の取組
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４．概ね５年で実施する取組

１）ハード対策の主な取組
「洪水を安全に流すためのハード対策」 「危機管理型ハード対策」 「避難行動、水防活動、排水活動等に資する基
盤等の整備」

２）ソフト対策の主な取組

• 水位周知河川を対象とした想定し得る最大規模の降雨に対する洪水浸水想定区域図、氾濫シミュ
レーション等の公表

• 水防災教育、出前講座等を活用した講習会の取組の拡大
• 多様な媒体を活用した水害リスク情報等の共有・地域住民の水防災意識啓発のための広報の充実
• 気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善
• 様々な防災情報提供ツールを用いた防災情報伝達の強化。WEB サイト以外にスマートフォン用サ
イトの運用により水位周知河川を対象としたプッシュ型の河川水位等の情報を提供

• 避難に着目した簡易版タイムラインの作成、ホットラインの構築
• 要配慮者利用施設等との避難訓練の促進
• 水害リスクが高い区間における地域住民が参加する共同点検や避難訓練の実施

• 氾濫水を迅速に排水するための緊急排水計画の検討
• 水防資機材の保有状況の確認・見直し

• 浸水や土砂災害による途絶を考慮した避難経路や避難場所の確保に向けた連携・協働の取組
• 関係機関が連携した水防訓練、連絡体制、情報共有の強化

①水防災意識の向上と防災情報の的確な収集・伝達・理解・共有を推進するための取組①水防災意識の向上と防災情報の的確な収集・伝達・理解・共有を推進するための取組

②地域特性を踏まえた適切な避難行動に向けた取組②地域特性を踏まえた適切な避難行動に向けた取組

③洪水被害軽減のための取組と既存施設運用の工夫等の取組③洪水被害軽減のための取組と既存施設運用の工夫等の取組
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５．概ね５年で実施する取組（ハード対策）

18

○堤防整備・河道掘削等の『流下能力向上対策』などの実施【継続実施：佐賀県】

過去の漏水実績箇所等、浸
透により堤防が崩壊するお
それのある箇所

旧河道跡等、パイピングに
より堤防が崩壊するおそれ
のある箇所

川幅が狭い等、当面の目標
に対して流下能力が不足し
ている箇所
（上下流バランスを確保し
ながら実施）

河床が深掘れしている箇所
や水衝部等、河岸侵食・護
岸欠損のおそれがある箇所

パイピング、法すべり

漏水対策（浸透含む）

流下能力不足

堤防整備・河道掘削等

水衝・洗掘

侵食・洗掘対策
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６．概ね５年で実施する取組（ソフト対策）

① 地域住民が水害リスクを自ら正しく感じられるように、
ハザードマップの改良と周知、及び活用の取組を推進す
る。また、「防災マップ」等の取組を通じて、大規模水
害の恐ろしさや大規模浸水時の適切な対応について地域
住民の認識を深め、迅速・確実な避難行動に繋がる取組
を推進する。さらに、実践的な避難訓練を推進し、地域
住民が自ら判断して適切な避難行動を実現できるための
取組みを推進

② 浸水や土砂災害による途絶を考慮した避難経路や避難場
所の確保に向けた連携・協働の取組を実施する。地域住
民の早期の避難を促すため、自主防災組織・消防団・防
災リーダーの育成・強化、要配慮者利用施設等の避難訓
練の取組みを促進

③ 資機材の搬入時間を短縮するため、浸水や土砂災害による
主要道路の途絶に配慮した水防資機材の配置確認を行う。
排水ポンプの運転調整関する取組の周知

洪水を安全に流すための堤防整備などのハード対策に加え、ソフト対策として
地域住民と一体となった「地域防災力の構築」に向けた取組を推進する。

水位レベル表示（量水標）の設置
（鹿島川 組知橋）

地域住民との共同点検
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７．簡易版タイムライン ・・・ ホットラインの構築（市町⇔県）

◇◇土木事務所 住民等○〇市気象・水象情報

水防警報（準備）

洪水予報（氾濫注意情報）

洪水予報（氾濫警戒情報）

洪水予報（氾濫危険情報）

水防警報（出動）

○水防団指示

災害警戒本部設置

災害対策本部設置

○ホットライン

避難勧告

避難準備情報

○避難所開設

堤防天端水位到達・越流 洪水予報（氾濫発生情報）

避難指示

要配慮者避難開始

○大雨警報・洪水警報発表

○台風に関する気象庁記者会見

氾濫発生

○避難準備情報の判断

必要に応じ、助言の要請

○施設（ダム・水門・排水機場等）の点検・操作確認

○管理職の配置

避難開始

○首長の登庁

○巡視・水防活動状況報告

○休校の判断、体制の確認等

水防警報（警戒）

緊急復旧

○要配慮者施設等に洪水予報伝達

○災害対策機械の派遣
要請

○災害対策機械の派遣

◇台風予報‐72h

‐48h

‐24h

‐３h

‐２h

0h

◇大雨特別警報発表

○災害対策用資機材・復旧資機材等の確保

○出水時点検（巡視）

‐１h

○テレビ、ラジオ、インターネット等
による気象警報等の確認

○緊急速報メール、ケーブルテレビ
等による避難準備情報の受信

○避難の準備（全住民）

○緊急速報メール、ケーブルテレビ
等による避難指示・避難勧告の受信

【注意体制】

【警戒体制】

【非常体制】

○水門、樋門、排水機場等の操作

○漏水・侵食情報提供

○被害状況の把握
（ヘリコプター等による被害状況把握）

○水防団等への注意喚起

○自衛隊への派遣要請

○避難者への支援

○ハザードマップ等による避難所・
避難ルートの確認

避難解除

※台風上陸

◇暴風警報発表

※気象・水象情報に関する発表等のタイミングについ
ては、地域・事象によって異なります。

○防災用品の準備

○自宅保全

◇台風に関する佐賀県気象情報（随時）

○大雨注意報・洪水注意報発表

○大雨特別警報の住民への周知

◇台風に関する気象庁記者会見

○ホットライン（佐賀気象台）

最終的な危険回避行動

○応援体制の確認・要請（防災エキスパート等）

○ホットライン

○水閘門操作員の避難指示

○水防団員の避難指示

‐４h 水防団待機水位到達
○○橋水位観測所（水位○．○m）

氾濫注意水位到達
○○橋水位観測所（水位○．○m）

避難判断水位到達
○○橋水位観測所（水位○．○m）

氾濫危険水位到達
○○橋水位観測所（水位○．○m）

避難完了

【水防準備体制】

【水防警戒体制】

【災害情報連絡室の設置】○自主避難所開設

≪作成例≫

- 20 -
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８．フォローアップ

取組方針については、今後、大規模な洪水に対する浸水想定区域の
策定を踏まえ、実施内容の達成度が分かるよう具体的な計画を定め、
必要に応じ見直しを行う。

また、各関係機関が取り組む内容が達成できるよう本協議会員は、
支援・協力を行い、毎年関係機関が一堂に会し、進捗状況を共有す
るなどフォローアップを行う。


